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１　阿南市介護予防訪問介護相当サービス 

阿南市介護予防訪問介護相当サービスの事業は、その利用者が可能な限りその居宅において、

要支援状態の維持若しくは改善を図り、又は要介護状態となることを予防し、自立した日常生

活を営むことができるよう、入浴、排せつ、食事の介護その他の生活全般にわたる支援を行う

ことにより、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を

目指すものでなければならない。 

 

２　事業者指定 

　　　阿南市介護予防訪問介護相当サービス事業所の開設にあたっては、阿南市の事業者指定を受

けなければならない。「阿南市指定介護予防日常生活支援総合事業の人員、設備及び運営に関

する基準等を定める要綱」は、①基本方針、②人員基準、③設備基準、④運営基準が定められ

ている。「人員基準」は、従業者の員数、資格要件に関する基準であり、「設備基準」及び「運

営基準」は、事業者に必要な設備の基準や保険給付の対象となる介護サービスの事業を実施す

る上で求められる運営上の基準で、事業目的を達成するために必要な最低限度の基準を定めた

ものである。 

　　　したがって、指定に当たっては上記の①～④の全てを満たす必要がある。なお、訪問介護事

業と阿南市介護予防訪問介護相当サービスの事業とが、同一の事業所において一体的に運営さ

れている場合、「人員基準」「設備基準」に関しては、訪問介護事業の基準を満たしていること

をもって、阿南市介護予防訪問介護相当サービスの基準を満たしているものとみなすことがで

きる。 
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３　人員基準 

 

 

（１） 管理者 　 

○　常勤であり、かつ、原則として専ら当該事業所の管理業務に従事する者でなければならない。 

ただし、以下の場合であって、管理業務に支障がないと認められる場合、他の職務を兼ねる

ことができる。 

　①　当該サービス事業の従業者（サービス提供責任者、訪問介護員）としての職務に従事する場

合 

　②　他の事業所、施設等の職務（＊）に従事する場合であって、特に当該サービス事業の管理業

務に支障がないと認められる場合 

※　管理者は、訪問介護員等である必要はないものである。 

 

 

（２） サービス提供責任者 　 

　①　資格 

　　サービス提供責任者は、常勤専従の訪問介護員等の中から選任する。 

 

 種　　別 内　　　　容

 

管理者

・常勤専従１以上 

※事業所の管理業務に支障がないと認められる場合は、当該事

業所の他の職務又は他の事業所、施設等の職務に従事可能

 

サービス提供責任者

・常勤専従の訪問介護員等のうち、利用者の数が 40 人又は 

その端数を増すごとに、１以上（管理者との兼務は可能） 

※一定の要件を満たした場合、利用者の数が 50 人又は 

その端数を増すごとに１人以上の人数とすることができる。

 

訪問介護員等
・介護福祉士その他介護に関する資格を有する者（P.8 参照） 

・事業所ごとに常勤換算方法で 2.5 以上

 資　　　格 実務経験の要否

 介護福祉士 不要

 実務者研修修了者 不要
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②　勤務形態 

　　　サービス提供責任者は、常勤専従職員（管理者との兼務は可）とする。 

　　　※非常勤職員の配置も一定程度可能な場合がある。 

常勤のサービス提供責任者が兼務できる場合は以下のとおり 

・当該サービスの提供に支障がない場合 

・同一敷地内にある指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所・指定夜間対応型訪問介

護事業所に従事する場合 

 

 

 

 

 

 

③　必要員数 

常勤の訪問介護員等のうち、利用者の数が 40 人又はその端数を増すごとに 1 人以上の者を

サービス提供責任者としなければならない。 

※一定の条件を満たす事業所については、利用者の数が 50 人又はその端数を増すごとに 1

人以上の者とすることができる。 

 

 

④　利用者の数の計算方法 

利用者の数は、前 3 月の平均値とする。前 3 月の平均値は、歴月ごとの実利用者数を合算

し、３で除して得た数とする。（新規指定又は再開の場合は、推定数とする。） 

通院等乗降介助のみを利用した者の当該月における利用者の数については、0.1 人として計

算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 介護職員基礎研修修了者 不要

 ホームヘルパー１級研修修了者 不要

【阿南市介護予防訪問介護相当サービス事業を一体的に行っている場合の利用者

の数】 

訪問介護・阿南市介護予防訪問介護相当サービスの２つのサービス事業の利用

者の合計数とする。

認められないケース 

×　常勤のサービス提供責任者が他のサービスの業務に兼務
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⑤　サービス提供責任者の責務 

⑴　阿南市介護予防訪問介護相当サービスの利用の申込みに係る調整をすること。 

⑵　利用者の状態の変化やサービスに関する意向を定期的に把握すること。 

⑶　介護予防支援事業所等に対し、阿南市介護予防訪問介護相当サービスの提供に当たり把

握した利用者の服薬状況、口腔機能等その他利用者の心身の状態及び生活の状況に係る必

要な情報の提供を行うこと。 

⑷　サービス担当者会議への出席等介護予防支援事業所等との連携に関すること。 

⑸　訪問介護員等に対し、具体的な援助目標及び援助内容を指示するとともに、利用者の状

況についての情報を伝達すること。 

⑹　訪問介護員等の業務の実施状況を把握すること。 

⑺　訪問介護員等の能力や希望を踏まえた業務管理を実施すること。 

⑻　訪問介護員等に対する研修、技術指導等を実施すること。 

⑼　その他サービス内容の管理について必要な業務を実施すること。 
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【事業規模に応じて常勤換算方法により非常勤のサービス提供責任者を配置する場合、その具

体的な取扱い】 

　　サービス提供責任者として配置することができる非常勤職員については、当該事業所にお

ける勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の訪問介護員等が勤務すべき時間

数（32 時間を下回る場合は 32 時間を基本とする。）の 2 分の 1 以上に達している者でなけ

ればならない。 

ア　利用者の数が 40 人を超える事業所については、常勤換算方法をとることができる。 

この場合において、配置すべきサービス提供責任者の員数は、利用者の数を 40 で除し

て得られた数（少数点第 1 位を切り上げた数）以上とする。 

　イ　アに基づき、常勤換算方法をとる事業所については、以下に掲げる員数以上の常勤のサ

ービス提供責任者を配置するものとする。 

a  利用者の数が 40 人超 200 人以下の事業所 

常勤換算方法としない場合に必要となるサービス提供責任者の員数から１を減じて

得られる数以上 

b  利用者の数が 200 人超の事業所 

常勤換算方法としない場合に必要となるサービス提供責任者の員数に２を乗じて３

で除して得られた数（1 の位に切り上げた数）以上 

　　＜常勤換算方法を採用する事業所で必要となる常勤のサービス提供責任者数＞ 

 
利用者の数

Ｐ.4 の③に基づき 
置かなければならない 

常勤のサービス提供責任者数

アに基づき常勤換算方法を 
採用する事業所で必要となる 
常勤のサービス提供責任者

 40 人以下 1 人 1 人

 40 人超 80 人以下 2 人 1 人

 80 人超 120 人以下 3 人 2 人

 120 人超 160 人以下 4 人 3 人

 160 人超 200 人以下 5 人 4 人

 200 人超 240 人以下 6 人 4 人

 240 人超 280 人以下 7 人 5 人

 280 人超 320 人以下 8 人 6 人

 320 人超 360 人以下 9 人 6 人

 360 人超 400 人以下 10 人 7 人

 400 人超 440 人以下 11 人 8 人

 440 人超 480 人以下 12 人 8 人

 480 人超 520 人以下 13 人 9 人

 520 人超 560 人以下 14 人 10 人

 560 人超 600 人以下 15 人 10 人

 600 人超 640 人以下 16 人 11 人
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【サービス提供責任者の配置を利用者の数が 50 人又はその端数を増すごとに 1 人以上とする

場合の要件】 

　ア　常勤のサービス提供責任者を 3 人以上配置していること。 

　イ　サービス提供責任者の業務に主として従事する者（サービス提供責任者である者が、当該

事業所の訪問介護員として行ったサービス提供時間（事業所内における待機時間や移動時間

を除く。）が、1 月あたり 30 時間以内である者）を 1 人以上配置していること。 

ウ　サービス提供責任者が行う業務が効率的に行われていることにより、サービス提供責任

者が担当する利用者を増すごとに支障がないと認められること。 

例　・訪問介護員の勤務調整（シフト管理）について、業務支援ソフトなどを活用し、迅

速に調整ができる。 

・利用者情報（訪問介護計画やサービス提供記録等）について、タブレット端末やネ

ットワークシステム等の IT 機器・技術の活用により、職員間で円滑に情報共有して

いる。 

・利用者に対して複数のサービス提供責任者が共同して対応する体制（主担当や副担

当を定めている場合等）を構築する等により、サービス提供責任者の業務の中で生

じる課題に対しチームとして対応することや、当該サービス提供責任者が不在時に

別のサービス提供責任者が補完することを可能としている。 

＜常勤換算方法を採用する事業所で必要となる常勤のサービス提供責任者数＞ 

 

「利用者 50 人に対して 1 人以上」を満たす場合については、届出は要しない。 

ただし、一定の要件を満たすことの資料等については整備しておくこと。

 
利用者の数

置かなければならない 

常勤のサービス提供責任者数

常勤換算方法を採用する事業所で 

必要となる常勤のサービス提供責任者

 50 人以下  3 人 3 人

 50 人超 100 人以下  3 人 3 人

 100 人超 150 人以下  3 人 3 人

 150 人超 200 人以下  4 人 3 人

 200 人超 250 人以下  5 人 4 人

 250 人超 300 人以下  6 人 4 人

 300 人超 350 人以下  7 人 5 人

 350 人超 400 人以下  8 人 6 人

 400 人超 450 人以下  9 人 6 人

 450 人超 500 人以下 10 人 7 人

 500 人超 550 人以下 11 人 8 人

 550 人超 600 人以下 12 人 8 人

 600 人超 650 人以下 13 人 9 人
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（３） 訪問介護員等 　 

　①　資格 

　　訪問介護員等は、有資格者であることが必要である。 

・　介護福祉士 

・　その他、以下の表に掲げる者 

＜訪問介護員等の具体的範囲＞ 

※訪問介護に従事する場合の証明書は、各資格、要件等に係る上記の証明書等を持って替える

ことができるものとする。 

 

 
資格・要件等 証明書等

研修等実施者 

（証明を所管する機関）

研修等の 

実施時期

旧課程 

相当級

 介護職員初任者研修 

修了者
修了証明書

・都道府県 

・都道府県の指定を受けた

養成研修事業者

H25 年度～

 社会福祉法及び 

介護福祉法に基づく 

実務者研修修了者

修了証明書

・厚生労働大臣の指定を 

受けた介護福祉士実務者 

養成施設

H24 年度～ 1 級

 訪問介護員養成研修 

課程修了者 

（1 級、2 級）

修了証明書

・都道府県 

・都道府県の指定を受けた 

養成研修事業者

H12 年度～

H24 年度

該当する 

各研修 

課程

 介護職員基礎研修 

課程修了者
修了証明書

・都道府県 

・都道府県の指定を受けた 

養成研修事業者

H18 年 10 月 

～H24 年度

 

ホームヘルパー 

養成研修修了者 

（1 級、2 級）

修了証書

・都道府県 

・指定都市 

・都道府県、指定都市及び 

厚生省から指定を受けた 

養成研修事業者

H3 年度～ 

H11 年度

該当する 

各研修 

課程

 看護師 免許状 ・厚生労働省 1 級

 准看護師 免許状 ・都道府県 1 級

 保健師 免許状 ・厚生労働省 1 級

 居宅介護職員 

初任者研修修了者
修了証明書

・都道府県の指定を受けた 

養成研修事業者
H25 年度～

 

居宅介護従事者 

養成研修修了者 

（1 級、2 級）

修了証明書

・都道府県 

・指定都市 

・中核市 

・都道府県、指定都市又は 

中核市の指定を受けた 

養成研修事業者

H13 年度～

H24 年度

該当する 

各研修 

課程

 
生活援助従事者研修

課程修了者
修了証明書

・都道府県 

・都道府県の指定を受けた 

養成研修事業者

Ｈ30.10.1～ 

生活援助中心型サ

ービスのみ提供可
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②　必要員数 

　　常勤換算方法で 2.5 人以上必要。 

 

 

【用語の説明】 

①常勤換算方法 

　従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数（1 週間に勤務

すべき時間が 32 時間を下回る場合は 32 時間を基本とする）で除することにより、その員数を

常勤の従業者の員数に換算する方法をいう。 

　　常勤の職員の人数＋非常勤の職員の勤務時間÷常勤の職員が勤務すべき時間 

　（例）Ａ・・40 時間/週　Ｂ・・40 時間/週　Ｃ・・30 時間/週　Ｄ・・20 時間/週　 

　　　　常勤の職員人数　＋　非常勤の職員の勤務時間　÷　常勤の職員が勤務すべき時間 

　　　　　　　２人　　　＋　（30 時間＋20 時間）　÷　40 時間　＝　3.25  

　　　　　　　　　　 

②勤務延時間数 

　勤務表上、サービス提供に従事する時間として明確に位置づけられている時間の合計数をい

う。 

　なお、従業者 1 人につき、勤務延時間に算入できる時間は、当該事業所において常勤の従業

者が勤務すべき勤務時間数を上限とする。 

③常勤 

　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべ

き時間数に達していることをいう。（1 週間に勤務すべき時間数が 32 時間を下回る場合は 32

時間を基本とする） 

④専ら従事する ＝ 専従 

原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事しないことをいう。

この場合のサービス提供時間帯とは、当該従業者の当該事業所における勤務時間をいうものであ

り、当該従業者の常勤・非常勤は問わない。 
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４　設備基準 

　　※　事務室・区画、又は設備及び備品等については、必ずしも事業者が所有している必要はな

く、貸与を受けているものであっても差し支えない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 種　　別 内　　　　容

 

事業の運営を行うため

に必要な面積を有する

専用の事務室

・間仕切りする等、他の事業の用に供するものと明確に区分される

場合は、他の事業と同一の事務室であっても差し支えない。 

・区分がされていなくても業務に支障がないときは、当該サービス

事業を行うための区画が明確に特定されていれば足りる。 

・事務室又は区画については、利用申込の受付、相談等に対応する

のに適切なスペースを確保する。

 

指定介護予防訪問介護

相当サービスに必要な

設備及び備品等

・当該サービス事業に必要な設備及び備品等を確保する。 

・特に、手指を洗浄するための設備等感染症予防に必要な設備等に

配慮する。 

・他の事業所、施設等と同一敷地内にある場合であって、当該サー

ビス事業又は当該他の事業所、施設等の運営に支障がない場合

は、当該他の事業所、施設等に備え付けられた設備及び備品等を

使用することができる。

訪問介護、阿南市介護予防訪問介護相当サービス、阿南市訪問型生活応

援サービスの３つのサービスが同一事業所において一体的に運営されてい

る場合は、設備を共用することができる。



10 

５　運営基準 

 ①　内容及び手続の説明及び同意

 ②　提供拒否の禁止

 ③　サービス提供困難時の対応

 ④　受給資格等の確認

 ⑤　要支援認定等の申請に係る援助

 ⑥　心身の状況等の把握

 ⑦　介護予防支援事業所等との連携

 ⑧　介護予防サービス・支援計画に沿ったサービスの提供

 ⑨　介護予防サービス・支援計画の変更の援助

 ⑩　身分を証する書類の携行

 ⑪　サービスの提供の記録

 ⑫　利用料等の受領

 ⑬　保険給付の請求のための証明書の交付

 ⑭　同居家族に対するサービス提供の禁止

 ⑮　利用者に関する市長への通知

 ⑯　緊急時等の対応
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 ⑲　介護等の総合的な提供

 ⑳　勤務体制の確保等

 ㉑　衛生管理等

 ㉒　掲示

 ㉓　秘密保持等

 ㉔　不当な働きかけの禁止

 ㉕　広告

 ㉖　介護予防支援事業所等に対する利益供与の禁止

 ㉗　苦情処理

 ㉘　地域との連携等

 ㉙　事故発生時の対応

 ㉚　虐待の防止

 ㉛　業務継続計画の策定等

 ㉜　会計の区分
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　①　内容及び手続きの説明及び同意 　 

サービス提供の開始に際しては、あらかじめ利用申込者又はその家族に対し、運営規程の概要、

訪問介護員等の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事

項を記した文書を交付して説明を行い、サービス提供の開始について利用申込者等の同意を得な

ければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用申込者又はその家族から申出があった場合は、利用者等の承諾を得て、重要事項を「電磁

的方法」（インターネット・メールでの送信、USB・CD-ROM 等での提供で、利用者等が文書

を出力することができるもの）により提供してもよい。この場合、文書を交付したものとみなせ

る。 

　②　提供拒否の禁止 　 

正当な理由なくサービスの提供を拒んではならない。事業者は、原則として、利用申込に対し

て応じなければならず、特に要介護度や所得の多寡を理由にサービスの提供を拒否することはで

きない。 

 

 

 

 

 

 

 

 ㉝　記録の整備

【重要事項を記した文書の記載内容例】 

・法人、事業所の概要（法人名、事業所名、事業所番号、併設サービスなど） 

・営業日、営業時間、サービス提供日、サービス提供時間 

・利用料 

・従業者の勤務体制 

・事故発生時の対応 

・苦情処理の体制 

・その他利用申込者がサービスを選択するために必要な重要事項 

※　重要事項を記した文書を説明した際には、内容を確認した旨及び交付したことがわか

る旨の署名を得ること。 

※　重要事項説明書の内容と運営規程の内容に相違がないか確認すること。

【提供を拒むことのできる正当な理由】 

・事業所の現員からは利用申込に応じきれない場合 

・利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合 

・その他利用申込者に対し、自ら適切なサービスを提供することが困難な場合 
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　③　サービス提供困難時の対応 　 

利用申込者に対し、自ら適切なサービスを提供することが困難であると認めた場合は、介護予

防支援事業所等への連絡、適当な他の阿南市介護予防訪問介護相当サービス事業者等の紹介その

他の必要な措置を速やかに講じなければならない。 

 

　④　受給資格等の確認 　 

利用の申込があった場合は、その者の介護保険被保険者証によって、被保険者資格、要支援認

定等の有無及び有効期間を確認する。 

　　また、被保険者証に、認定審査会意見が記載されているときは、事業者はこれに配慮してサー

ビスを提供するよう努めなければならない。 

　＊要支援認定を受けていない場合には、事業対象者（チェックリスト該当者）であるかどうかを

確認する。なお、事業対象者には有効期間がないので注意すること。 

 

　⑤　要支援認定等の申請に係る援助 　 

○ 認定申請等に必要な援助 

事業者は、要支援認定等（事業対象者含む）の申請が行われていない場合は、利用申込者の

意向を踏まえ、速やかに申請が行われるよう必要な援助を行わなければならない。 

○ 更新申請等に必要な援助 

　　　介護予防支援が利用者に対して行われていない場合で必要と認めるときは、要支援認定の有

効期間が終了する遅くとも３０日前には更新申請が行われるよう必要な援助を行わなければ

ならない。 

 

　⑥　心身の状況等の把握 　 

利用者に係る介護予防支援事業所等が開催するサービス担当者会議等を通じて、利用者の心身

の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に

努めなければならない。 

 

　⑦　介護予防支援事業所等との連携 　 

サービスを提供するにあたっては、介護予防支援事業所等その他保健医療サービス又は福祉サ

ービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。また、サービスの提供の終了にあ

たっては、利用者又はその家族に対して適切な指導を行うとともに、当該利用者に係る介護予防

支援事業所等に対する情報の提供及び保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密

接な連携に努めなければならない。 
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　⑧　介護予防サービス・支援計画に沿ったサービスの提供 　  

介護予防サービス・支援計画が作成されている場合には、当該計画に沿ったサービスを提供し

なければならない。 

 

　⑨　介護予防サービス・支援計画の変更の援助 　 

利用者が介護予防サービス・支援計画の変更を希望する場合には、介護予防支援事業所等への

連絡等、必要な援助を行わなければならない。 

 

　⑩　身分を証する書類の携行 　 

訪問介護員等に身分を証する書類を携行させ、初回訪問時や利用者又はその家族から求められ

たときは、提示するように指導しなければならない。 

　（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　⑪　サービスの提供の記録 　 

サービスを提供した際には、具体的なサービスの内容等を記録しなければならない。 

　　また、利用者から申し出があった場合には、文書の交付、その他適切な方法により、その情報

を利用者に対して提供しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訪問介護員身分証 

　　　　　　　　（ 職名 ） 

　　　　　　　　　○○　○○　 

上記の者は、○○事業所の訪問介護員であることを 

証明する。 

平成 ○○年 ○月 ○日 

　　　　　　○○事業所管理者 

　　　　　　　　　　　　　○○○○○　　　□印  

写真

【記録内容】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

・サービス提供日 

・提供した具体的なサービスの内容 

・利用者の心身の状況 

・その他必要な事項 

※サービスを提供した際の記録は、契約解除、

施設の入所等により、利用者へのサービス

提供が終了した日から 5 年間保管しなけれ

ばならない。
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　⑫　利用料等の受領 　 

利用者負担として、１割、2 割又は３割相当額の支払を受けなければならない。 

　　サービスの提供に要した費用について、利用者から支払いを受けたものについては、それぞれ

個別の費用に区分した上で、領収書を交付しなければならない。 

 

・領収書には、介護予防訪問介護相当サービス費に係るもの（１割・２割・３割利用料）とその

他の費用の額をそれぞれ個別に区分して記載しなければならない。 

・領収書又は請求書にはサービスを提供した日や利用料の内容がわかるようにしなければならな

い。 

 

　⑬　保険給付の請求のための証明書の交付 　 

償還払いを選択している利用者から費用の支払（１０割負担）を受けた場合は、提供したサー

ビスの内容、費用の額その他利用者が保険給付を保険者に対して請求する上で必要と認められる

事項を記載したサービス提供証明書を利用者に交付しなければならない。 

 

　⑭　同居家族に対するサービス提供の禁止 　 

事業者は、訪問介護員等に、その同居の家族である利用者に対するサービスの提供をさせては

ならない。 

 

　⑮　利用者に関する市町村への通知 　 

利用者が、次のいずれかに該当する場合には、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知

しなければならない。 

　　・正当な理由なしにサービスの利用に関する指示に従わないことにより、要支援状態等の程度

を増進させたと認められるとき。 

　　・偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき。 

 

　⑯　緊急時等の対応 　 

訪問介護員等は、サービス提供時に利用者の病状の急変が生じた等の場合には、速やかに主治

医への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

 

　⑰　管理者及びサービス提供責任者の責務 　 

○管理者の責務 

従業者及び業務の管理を一元的に行わなければならず、従業者に対して運営に関する基準を
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遵守させるため、必要な指揮命令を行わなければならない。 

○サービス提供責任者の責務 

　　・訪問介護の利用申込み等の調整 

　　・利用者の状態の変化やサービスに関する意向を定期的に把握する 

　　・サービス担当者会議への出席等により、介護予防支援事業所等との連携を図る 

・訪問介護員等に対し、具体的な援助目標及び援助内容を指示し、利用者の状況についての情

報を伝達する 

　　・訪問介護員等の業務の実施状況を把握する 

　　・訪問介護員等の能力や希望を踏まえた業務管理を実施する 

　　・訪問介護員等に対する研修、技術指導等を実施する 

　　・その他サービス内容の管理について必要な業務を実施する 

 

　⑱　運営規程 　 

運営規程には次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定めなければならな

い。 

　　ア　事業の目的、運営の方針、事業所名称、事業所所在地 

　イ　従業者の職種、員数及び職務の内容 

　　ウ　営業日及び営業時間 

　　エ　サービスの内容及び利用料その他の費用の額 

　　オ　通常の事業の実施地域 

　　カ　緊急時等における対応方法 

　　キ　虐待の防止のための措置に関する事項 

　　ク　その他運営に関する重要事項（事故発生時の対応、秘密保持、苦情処理等）　 

 

　⑲　介護等の総合的な提供 　 

入浴、排せつ、食事等の介護又は調理、洗濯、掃除等の家事を常に総合的に提供するものとし、

介護等のうち特定の援助に偏ってはならない。 

 

　⑳　勤務体制の確保等 　 

○ 利用者に対し、適切なサービスを提供できるよう、事業所ごとに訪問介護員等の勤務の体制

を定め、それを記録しておかなければならない。 

○ 当該事業所の訪問介護員等によって、サービスを提供しなければならない。 

○ 当該事業者は、従業者の資質の向上のために、研修の機会を確保しなければならない。 

〇 職場におけるハラスメントを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければ

ならない。 
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　㉑　衛生管理等 　 

○ 訪問介護員等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行わなければならない。 

○ 事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めなければならない。 

 

 

 

 

 

　 〇 感染症の発生及びまん延等に関する取組の徹底を求める観点から、委員会の開催、指針の整

備、研修及び訓練の実施等をしなければならない。 

 

　㉒　掲示 　 

事業所の利用者が見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務体制、利用料、苦情処理の

概要等その他のサービス提供の選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。 

　　また、重要事項を記載したファイル等を利用者又はその家族等が自由に閲覧可能な形で事業所

内に備え付けることで、上記の掲示に代えることができる。また、原則として、重要事項をウェ

ブサイトに掲載しなければならない。 

 

　㉓　秘密保持等 　 

○ 従業者は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはな

らない。 

○ 従業員であった者が、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を漏

らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

○ サービス担当者会議等において、介護予防支援事業所等や他のサービス事業者に対して利用

者に関する情報を提供する場合には、あらかじめ利用者及び家族等に説明を行い、文書によ

り同意を得ておかなければならない。 

 

【勤務の体制について】 

・月ごとに、勤務表を作成する。 

　・訪問介護員等については、日々の勤務時間、職務の内容、常勤・非常勤の別、管理者等と

の兼務の関係、サービス提供責任者である旨等を明確にする必要がある。 

【研修について】 

　・訪問介護員等の資質の向上を図るため、研修機関が実施する研修や当該事業所内の研修へ

の参加の機会を計画的に確保する。 

訪問介護員等が感染源となることを予防し、また、感染の危険から守るため、使い捨て手袋等

の備品を備えるなどの対策が必要
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　㉔　不当な働きかけの禁止 　 

阿南市介護予防訪問介護相当サービス事業者は、介護予防支援事業所等の介護予防ケアマネジ

メント実施者・居宅介護予防支援事業者に対して、利用者に必要のないサービスを位置付けるよ

う求めることその他の不当な働きかけを行ってはならない。 

 

　㉕　広告 　 

広告をする場合は、その内容が虚偽又は誇大なものであってはならない。 

 

　㉖　介護予防支援事業所等に対する利益供与の禁止 　 

居宅介護支援の公正中立性を確保するために、介護予防支援事業所等又はその従業者に対し、

利用者に対して特定の事業者によるサービスを利用させることの対償として、金品その他の財産

上の利益を供与してはならない。 

 

　㉗　苦情処理 　 

事業者は、提供したサービスに係る利用者及びその家族からの苦情に、迅速かつ適切に対応す

るために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。 

　　また、苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所へ苦情があった場合
・苦情の受付日及び内容を記録する 

・苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組を行う

【必要な措置】 

従業者でなくなった後においても、これらの秘密を保持すべき旨を従業者の雇用時等に取り決

め、例えば違約金についての定めをおくなどの措置を講ずるべきとされている。 

【必要な措置】 

具体的には、相談窓口、苦情処理の体制及び手順等当該事業所における苦情を処理するため

に講ずる措置の概要について明らかにし、利用申込者又はその家族にサービスの内容を説明す

る文書（重要事項説明書等）に苦情に対する措置の概要についても記載するとともに、事業所

に掲示するなどである。 
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　㉘　地域との連携等 　 

○ 提供したサービスに関する利用者からの苦情に関しては、市が派遣する介護相談員等が相談

及び援助を行う事業その他の市が実施する事業に協力するよう努めなければならない。 

○ 事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対してサービスを提供する場合に

は、当該建物に居住する利用者以外の者に対してもサービスの提供を行うよう努めなければ

ならない。 

 

　㉙　事故発生時の対応 　 

○ サービスの提供により事故が発生した場合には、市、当該利用者の家族、当該利用者に係る

介護予防支援事業所等へ連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

○ 事故の状況及び事故に際してとった処置について記録しなければならない。 

○ サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

市へ苦情があった場合

・事業所は市が行う調査に協力しなければならない 

（文書その他の物件の提出や提示、市職員からの質問・照会に応

じなければならない） 

・市から指導、助言があった場合は、当該指導又は助言に従って必

要な改善を行わなければならない。 

・市からの求めがあった場合、指導又は助言に従って行った改善の

内容を市へ報告しなければならない。

 

国保連合会へ苦情があった

場合

・事業所は国保連が行う調査に協力しなければならない。 

（文書その他の物件の提出や提示、国保連職員からの質問・照会

に応じなければならない） 

・国保連から指導、助言があった場合は、当該指導又は助言に従っ

て必要な改善を行わなければならない。 

・国保連からの求めがあった場合、指導又は助言に従って行った改

善の内容を国保連へ報告しなければならない。

・ 利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合の対応方法については、あらか

じめ当該事業者が定めておくことが望ましい。 

・ 当該事業者は、賠償すべき事態において速やかに賠償を行うため、損害賠償保険に加入し

ておくか、又は賠償資力を有することが望ましい。 

・ 当該事業者は、事故が生じた際には、その原因を解明し、再発生を防ぐための対策を講じ

る。
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　㉚　虐待の防止 　 

　　利用者の人権の擁護、虐待防止等の観点から、虐待の発生又はその再発を防止するための委員

会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者の設置等をしなければならない。 

 

　㉛　業務継続計画の策定等 　 

　　感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施し、 

早期の業務再開を図ることができる体制を構築する観点から、業務継続に向けた計画等の策定、

研修及び訓練の実施等をしなければならない。また、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必

要に応じて業務継続計画の変更を行う。 

 

　㉜　会計の区分 　 

当該事業者は、阿南市介護予防訪問介護相当サービスの事業の会計とその他の事業の会計を区

分しなければならない。 

 

　㉝　記録の整備 　 

○ 従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備し、その完結の日から 5 年間保存しなけ

ればならない。 

・従業者の勤務の体制についての記録 

・サービス費の請求に関して国保連合会に提出したものの写し 

・サービス計画 

　　　・提供した個々のサービスの内容等の記録 

　　　・身体的拘束等の様態及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

の記録 

　　　・市町村への通知（利用者が正当な理由なしにサービスの利用に関する指示に従わないこと

により、要支援状態等の程度を増進させたと認められるとき、又は利用者が偽りその他の

不正の行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたときに、事業者が市に行う通知）

に係る記録 

・提供したサービスに関する利用者及びその家族からの苦情の内容等の記録 

・提供したサービスに関する事故の状況及び事故に際してとった処置の記録 
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６　介護報酬等 

（１）阿南市介護予防訪問介護相当サービス費 

　①　１回当たりの単価設定 　 

「高齢者の選択肢の拡大」の観点から、従前相当サービスを含めた多様なサービス・活動を組

み合わせて高齢者を支援できるよう、原則として１回当たりの単価設定による報酬を用いること

とする。 

 

※　阿南市介護予防訪問介護相当サービスについては、旧介護予防訪問介護と同様、「身体介護

中心型」及び「生活援助中心型」の区分は一本化する。通院等乗降介助は算定しないこととし、

通院等乗降介助以外のサービスの範囲については、訪問介護と同じ扱いとする。 

 

＜区分と単位数＞ 

 

【１週当たりの平均的な回数を定める場合】 

　 

【１月当たりの回数を定める場合】 

　※１他３つの条件に当てはまらず、提供時間が２０分以上である場合。 

※2 サービス提供にかかる時間が２０分未満である場合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 週に１回程度 1,176 単位/月　 事業対象者　要支援１・２

 週に 2 回程度 2,349 単位/月 事業対象者　要支援１・２

 週に 3 回以上 3,727 単位/月 事業対象者　要支援１・２

 標準的な内容の指定相当訪問型サー

ビスである場合※１

２８７単位/回 事業対象者　要支援１・２

 所要時間20分以上45分未満で生活

援助が中心の場合

１７９単位/回 事業対象者　要支援１・２

 所要時間 45 分以上で生活援助が中

心の場合

２２０単位/回 事業対象者　要支援１・２

 短時間の身体介護が中心である場合※２ １６３単位/回 事業対象者　要支援１・２
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○　原則として、サービス提供実績に基づき、結果として少なくなるほうの単価により請求する。 

※　例外的に日割り計算を行う場合については、日割り請求に係る取扱いを参照 

＜例＞　 

 

 

○　支給区分（1 週間のサービス回数） 

介護予防支援事業所等による適切なアセスメントにより作成された介護予防サービス・支援

計画において、サービス担当者会議等によって得られた専門的見地からの意見等を勘案して、

標準的に想定される 1 週当たりのサービス提供頻度に基づき、各区分を位置づける。 

　　　利用者の状態等により、当初の支給区分において想定されたよりも少ないサービス提供又は

当初の支給区分以上のサービス提供となった場合であっても、月の途中での支給区分の変更は

できない。 

＜例＞ 

　　※上記の例のような場合、翌月の支給区分については、利用者の新たな状態や新たに設定した

目標に応じた区分によるサービス計画等を定める必要がある。 

 

○　阿南市訪問型生活応援サービス（緩和した基準による訪問型サービス A）と併用する場合に

ついては、両サービスを合計した 1 週当たりのサービス提供頻度により、各区分を位置付け

る。 

　　※　阿南市訪問型生活応援サービスと併用する場合は、両サービスの単位数（加算を除く）の

合計に、次のとおり上限が設けられているので、注意する。 

 

 

 

 週に 1 回程度の利用者に対し、1 月に標準的なサービスを４回提供し

た場合
２８７単位×４回

 週に 1 回程度の利用者に対し、1 月に標準的なサービスを５回提供し

た場合
1,１７６単位

 週に 2 回程度の利用者に対し、1 月に標準的なサービスを６回、４５

分以上の生活援助中心のサービスを２回提供した場合

２８７単位×６回 

+ 

2２０単位×２回

 週に 2 回程度の利用者に対し、1 月に標準的なサービスを６回、４５

分以上の生活援助中心のサービスを３回提供した場合
2,349 単位

 週に 2 回を超える程度の利用者で、1 月に標準的なサービスを１０回、

短時間の身体介護を５回提供した場合

２８７単位×１０回 

+ 

１６３単位×５回

 週に 2 回を超える程度の利用者で、1 月に標準的なサービスを１０回、

短時間の身体介護を６回提供した場合
3,７２７単位

 週に 1 回の提供を想定していたが、 

状態の悪化に伴い 1 月に 7 回のサービス提供となった場合

1 週に 1 回程度として 

1,１７６単位
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＜上限の単位数＞ 

 

＜例＞　 

 

 

○　1 回当たりのサービス提供時間 

　　　介護予防サービス・支援計画において設定された生活機能向上に係る目標の達成状況に応じ

て必要な程度の量をサービス事業者が作成する阿南市介護予防訪問介護相当サービス計画に

位置付けること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 週に 1 回程度 1,176 単位/月 事業対象者　　要支援１・２

 週に 2 回程度 2,349 単位/月 事業対象者　　要支援１・２

 週に 3 回以上 3,727 単位/月 事業対象者　　要支援２　

 週に 1 回程度の利用者に対し、 

阿南市介護予防訪問介護相当サービスの標準的な

サービスを 1 月に 2 回、生活応援サービスの４５

分以上のサービスを 1 月に 2 回提供した場合

（2８７単位×2 回）＋（2２０単位×2 回） 

＝1,01４単位＜1,176 単位 ⇒算定可

 週に１回程度の利用者に対し、 

阿南市介護予防訪問介護相当サービスの標準的な

サービスを 1 月に 2 回、生活応援サービスの４５

分以上のサービスを 1 月に３回提供した場合

（2８７単位×2 回）＋（2２０単位×３回） 

＝1,2３４単位＞1,176 単位 ⇒算定不可

【日割り請求に係る取扱い】 

1 月の提供回数が一定回数を超え、月額の単位数となる場合で、以下の①～④のいずれか

に該当する場合は、日割り計算を行うこととなる。 

①　区分変更となった場合（要介護→要支援、要支援１⇔要支援２） 

②　同一保険者管内での転居等によりサービス事業所を変更した場合 

③　月途中に介護予防特定施設入居者生活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護を退

（入）所し、その後（前）、阿南市介護予防訪問介護相当サービスを利用する場合 

④　介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療養介護を利用している者が、当該サ

ービスの利用日以外に阿南市介護予防訪問介護相当サービスを利用する場合 

　　　※③④の場合、短期入所サービス等の利用日数を減じて得た日数により日割りで請求を

行う。 

　　例　要支援 2 の利用者が、8 月に短期入所生活介護を 7 日利用し、同月中に阿南市介護予

防訪問介護相当サービスを利用した場合の算定・・・基本のサービス費 ×（24/30.4）

日
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（２）加算等の体制の届出 

○　届出の要件審査・受理 

事業所等からの届出について、審査を行い、要件を満たしている届出を受理する。要件審査

は、標準的には 2 週間以内（遅くとも１か月以内）に行われることになる。 

加算等を届け出た日と算定開始月は、次のとおりである。 

① 毎月 15 日以前に届出 → 翌月から 

② 毎月 16 日以後に届出 → 翌々月から 

 

 

○　加算の要件を満たさなくなった場合 

　　　加算等の基準に該当しなくなった（該当しなくなることが明らかになった）ときには、その

旨を速やかに届出することが必要。 

　　　加算等の算定は、基準に該当しなくなった日から行うことができない。この場合は、届出を

行わず請求を行ったときには、支払われた介護給付費は不当利益となるので、市に返還するこ

ととなる。 

 

（３）加算と減算 

※加算の要件等、詳細については厚生労働省通知、Q＆A 等をご確認ください。 

＜加算＞ 

 

 

 

 種類 単　　価

 ①　特別地域加算 所定単位数の 15%加算

 ②　中山間地域等における小規模事業所加算 所定単位数の 10%加算

 ③　中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算 所定単位数の 5%加算

 ④　初回加算 200 単位/月

 
⑤　生活機能向上連携加算

（Ⅰ） 100 単位/月

 （Ⅱ） ２00 単位/月

 ⑥　口腔連携強化加算 ５０単位/月

 

⑦　介護職員等処遇改善加算

（Ⅰ） 所定単位数の 245/1000

 （Ⅱ） 所定単位数の 224/1000

 （Ⅲ） 所定単位数の 182/1000

 （Ⅳ） 所定単位数の 145/1000
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＜減算＞ 

 

 

 

 

（４）利用者負担 

 種類 単　　価

 

⑧　高齢者虐待

防止措置未実施

減算

１週当たりの標

準的な回数を定

める場合

１週に１回程度の 

場合

-12 単位/月

 -1 単位/日

 １週に２回程度の 

場合

-23 単位/月

 -1 単位/日

 １週に２回を超える

程度の場合

-37 単位/月

 -1 単位/日

 

１月当たりの回

数を定める場合

標準的な内容である

場合
-3 単位/回

 
生活援助が中心 

である場合

所要時間 20 分～４５分　-2 単位/

回

 所要時間４５分以上　-2 単位/回

 短時間の身体介護が

中心である場合
-2 単位/回

 

⑨　業務継続計

画未策定減算

１週当たりの標

準的な回数を定

める場合

１週に１回程度の 

場合

-12 単位/月

 -1 単位/日

 １週に２回程度の 

場合

-23 単位/月

 -1 単位/日

 １週に２回を超える

程度の場合

-37 単位/月

 -1 単位/日

 

１月当たりの回

数を定める場合

標準的な内容である

場合
-3 単位/回

 生活援助が中心であ

る場合

所要時間 20 分～４５分　-2 単位/回

 所要時間４５分以上　-2 単位/回

 短時間の身体介護が

中心である場合
-2 単位/回

 

⑩　同一建物に居住する利

用者に対する減算

事業所と同一建物の利用者又はこれ

以外の同 
一建物の利用者 20 人以上にサービ

スを行う場合

所定単位数の 10%減算

 事業所と同一建物の利用者 50 人以

上にサー 
ビスを行う場合

所定単位数の 15%減算

 同一の建物等に居住する利用者の割

合が 
100 分の 90 以上の場合

所定単位数の 12%減算
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○　通常の利用料（原則 1 割、一定以上の所得者は 2 割又は３割負担） 

○　通常の事業実施地域以外でサービスを提供する場合、別に定める交通費の徴収が可能（た

だし、「中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」を算定する場合は徴収できない。）


